
｢特定複合観光施設区域の整備の推進に関する法律案」に反対する会長声明

第１ 趣旨

当会は、「特定複合観光施設区域の整備の推進に関する法律」案について、

反対の立場を表明し、同法案の廃案を求める。

第２ 理由

１ 国際観光産業振興議員連盟に所属する有志議員により「特定複合観光施設

区域の整備の推進に関する法律」案（以下、「本法案」という。）が国会に提

出され、今国会中にも審議入りする可能性があるとの報道がされている。

同法案は、現行法上「賭博」として処罰の対象となるカジノについて、一

定の条件のもとでの設置を許すための諸措置の推進を政府に義務づけるもの

である。

２ しかしながら、カジノが合法化される場合、暴力団の新たな資金源確保の

機会を与え、マネーロンダリングに利用される可能性がある。また、風俗環

境の悪化は避けられず、難治性の疾病であるギャンブル依存症の患者は増加

し、カジノでの賭け金をめぐる犯罪や、暴力団らの縄張りをめぐる犯罪など

も増加する恐れが高い。そして、本法案が予定しているカジノは、会議場、

レクリエーション施設等と一体となった、いわゆる「統合型リゾート（ＩＲ）

方式」であり、家族で出かける先に賭博場が存在するのであるから、青少年

は幼いころから賭博に対する抵抗感を喪失したまま成長せざるをえず、青少

年の健全育成に対する悪影響ははかり知れない。さらには、カジノでの賭け

金を捻出するための借金が増えることも考えられ、成果をあげてきた多重債

務者対策に水を差すことにもなりかねない。

そもそも、我が国の刑法が賭博を禁じているのは、「勤労その他正当な原因

に因るのでなく、単なる偶然の事情に因り財物の獲得を僥倖せんと相争うが

ごときは、国民をして怠惰浪費の弊風を生ぜしめ、健康で文化的な社会の基

礎を成す勤労の美風……を害するばかりでなく、甚だしきは暴行、脅迫、殺

傷、強窃盗その他の副次的犯罪を誘発し又は国民経済の機能に重大な障害を

与える恐れすらある」（最高裁判決昭和２５年１１月２２日）からである。カ

ジノを合法化する場合、こうした弊害を生じることがないか、具体的な対策

によって弊害を除去できるのかといった点について、事前の、慎重かつ客観

的な調査、検討が行われるべきである。



にもかかわらず、本法案は、弊害除去のための具体的な対策を示すことさ

えしないまま、カジノを合法化するという結論を先決めしてしまっており、

このことは、賭博罪の立法趣旨を大きく損なうものといわなければならない。

また、現在特別法において公認されているいわゆる公営ギャンブルと比較

しても、民間企業の設置、運営にかかるカジノにおいて、公共の信頼を担保

することは困難であるといわざるを得ない。

３ 以上により、当会としては、本法案に断固反対し、その廃案を求めるもの

である。

以上
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